
総合調整

実施担当

効果額
16億4,700万
円の削減

年度 目標職員数
（平成22年までは実績値）

職員数
（実績値）

17年度 667 －

22年度
（H22.4.1現在）

557 557

23年度
（H23.5.1現在）

545 543

24年度
（H24.4.1現在）

533 525

25年度
（H25.4.1現在）

517 514

26年度
（H26.4.1現在）

506 502

27年度
（H27.4.1現在）

489 484

                                                                                   実施
検討

１．定員適正化計
画の推進

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

△１８

△１５３

△ 12

△ 12 △ 134

△ 16

第2次市政改革集中プラン行動計画の実施状況

１．定員適正化計画の推進

　合併効果を早期に最大限に発揮するために、定員適正化計画を推進する。

（前年度
比）

２５年度 ２６年度 ２７年度

前年度比
18名減
（累計
110名減
9億
9,000万
円の削
減）

ー

　平成２０年５月に策
定した定員適正化計画
を全力を挙げて推進
し、平成２７年４月に
職員総数４８９名とす
る。

改革項目 計画内容
実 施 時 期

２２年度 ２４年度

－

△ 17

△１１

△１２

△ 178

２３年度

累積削減数（実績
値）

△１６５

◎定員適正化計画　職員数の目標数値

△ 161

△１８３

△ 11

△ 150

△１１０△18

△１２４

△１４２

△ 122

△１８

総務部
　人事行政課

前年度比
1２名減
（累計
134名減
12億
600万円
の削減)

前年度比
16名減
（累計
150名減
13億
5,000万
円の削減)

前年度比
11名減
（累計
161名減
14億
4,900万
円の削減)

前年度比
17名減
（累計
178名減
16億
200万円
の削減)

前年度比
12名減
（累計
122名減
10億
9,800万
円の削減)

△１８

　平成２７年度は、１８名の職員を削減し、平成２７年４月１日の職員総数を４８
４名とし、目標を達成した。平成１７年度と比較して１８３名の職員を削減した。
　また、任期付条例を制定し、新たに１７名の任期付職員を採用するとともに、新
総合計画に併せて平成２８年度から平成３２年度までの５年間を計画期間とする新
たな定員管理計画を策定し、平成３２年４月１日現在の目標職員数を５１１人（う
ち任期付職員等４２人）とした。
　平成２８年度以降は、定員管理計画に基づき、現員確保を基本として、不足する
職種は任期付・再任用・臨時職員等多様な任用・勤務形態を活用しながら総人件費
の抑制に努める。

△ 110

（平成17年度と
の比較）

ー

削減数実績値
（前年比）

－

△１４

定員適正化計画の推進 
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総合調整

実施担当

効果額

－

効果額

－

◎これまで実施した内容
　本庁職員配置の見直しについては、業務状況ヒアリングを実施し、恒常的に超過勤務の多い職場
については、効率的な事務執行のため増員又は嘱託・臨時職員を配置した。

２．本庁の業務内
容と行政組織見直
し

　本庁の職員配置につ
いて、嘱託・臨時職員
等の活用、業務内容の
見直しを随時行う。
　市が実施している他
団体等業務のうち、自
主運営、職員の独自採
用が可能な業務につい
ては見直しを進める。

※併せて団体の支援方
法も検討していく。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性
　平成２７年度は、より効率的な行政組織とするため、税務課と収納課並びに土木
課と道路維持課をそれぞれ統合して税務課並びに土木課とした。また、１０月１日
に、かすみが丘保育所とまつが丘保育所を統合してにほんまつ保育園を新設した。
　平成２８年度以降は、定員管理計画に基づき、簡素で効率的な行政組織を目指し
て、随時業務内容及び組織見直しについて検討する。

３．本庁職員配置
の見直し

　平成２７年度は、定員適正化計画、人事配置に係る各部等ヒアリングを基に、職
員の適正、職場の状況等を総合的に勘案し、事務執行体制の安定を図るため統合し
た、税務課及び土木課の管理職員を減員した。
　平成２８年度以降も、定員管理計画に基づき適正な職員配置に努める。

２２年度

定員適正化計画推進にあたっての具体的な改革項目（項目は、随時追加していきます。）

２６年度２５年度

実 施 時 期

総務部
　人事行政課

２４年度
改革項目

２３年度

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

２７年度
計画内容

◎これまで実施した内容
　行政組織機構については、簡素で効率的な組織を目指して随時見直しを行い、合併時に13部59
課121係あった行政組織を平成２７年4月には12部４１課7７係に縮小した。
◎平成２４年４月１日から実施した内容
　①効率的な行政機構とするため、契約検査課と企画財政課管財係を統合して契約管財課
　　を新設した。
　②市内全域の水道業務をより効率的に行うため、水道課簡易水道係の業務を他の係に統
　　合して、４係体制から水道管理係、水道経理係、水道業務係の３係体制とした。
　③原子力災害の対応を強化するため、平成23年９月に放射能測定除染課を新設して、
　　平成２４年４月に測定係と除染係の２係体制とした。
◎平成２７年４月１日から実施した内容
　①効率的な課税と徴収を行うため、税務課と収納課を統合して税務課とした。
　②除染業務の更なる推進を図るため、放射能測定除染課を除染推進課とした。
　③道路の新設、維持管理等を効率的に行うため、土木課と道路維持課を統合して土木課とした。

総務部
　人事行政課

　民間委託の推進や、
業務内容の見直しを行
い、併せて課及び係の
統廃合を検討し、簡素
で効率的な行政組織と
する。

（１）本庁の見直し

職員配置の見直し 

業務内容、行政組織の見直し 
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総合調整

実施担当

効果額

－

効果額

－

◎これまで実施した内容
　支所職員配置の見直しについては、業務状況ヒアリングを実施し、不足している課等に臨時職員
を配置した。

総務部
　人事行政課

４．支所の業務内
容と行政組織の見
直し

◎これまで実施した内容
①本庁へ統合を検討する業務
　・人事・給与関係事務、市営住宅の管理事務、大規模施設の建設事業などの
　　本庁への統合
　・農政業務、建設業務について本庁に統合可能な業務の検討
②業務内容の見直しに併せて簡素で効率的な支所の行政組織への見直し

５．支所職員配置
の見直し

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

計画内容
２２年度 ２５年度

（２）支所の見直し

　平成２７年度は、地域の均衡ある発展に配意し、現員確保に努めた。
　平成２８年度は、再任用職員を活用し、支所課長による住民センター所長兼務を
解消するとともに、地域振興専門職の配置を行った。今後も、定員管理計画及び地
域の均衡ある発展に配意しながら、適正な職員配置に努める。

　平成２７年度は、人事配置に係る各部等ヒアリングを行い、効率的な支所機能の
あり方について検討した。
　平成２８年度以降は、定員管理計画に基づき、今後も支所機能の見直しを含め、
効率的な組織を目指して検討する。

　支所の職員配置につ
いて、嘱託・臨時職員
等の活用、業務内容の
見直しを随時行う。
　市が実施している他
団体等業務のうち、自
主運営、職員の独自採
用が可能な業務につい
ては見直しを進める。

※併せて団体の支援方
法も検討していく。

実 施 時 期

２７年度２６年度

総務部
　人事行政課

　支所の業務のうち、
本庁に統合したほうが
効率的な業務について
は、本庁に統合し、併
せて、支所組織の見直
しを行い、簡素で効率
的な組織とする。

２３年度 ２４年度

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

改革項目

業務内容、行政組織の見直し 

職員配置の見直し 
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総合調整

実施担当

効果額

－

総合調整

実施担当

効果額

－

効果額

－

◎これまで実施した内容
　地区コミュニティの核として住民センターのあり方を検討し、地区住民組織等による自主的な運
営も含めて検討を行った。
　また、平成２３年度から、各住民センターへ放射能測定員を配置した。

　地区コミュニティの
核として住民センター
のあり方を検討し、住
民センターの地区住民
組織による自主的な運
営も含めて検討する。

改革項目

◎これまで実施した内容
　平成２３年に岩代公民館長が岩代図書館長兼務するものとし、平成２４年４月１日から実施し
た。

８．図書館の職員
配置の見直し

６．住民センター
の見直し

７．地域公民館の
見直し

２７年度

　平成２７年度については、社会教育指導員、嘱託・臨時職員の活用について継続
して検討した。
　平成２８年度についても、引き続き取り組む。

２６年度

（３）住民センターの見直し

◎これまで実施した内容
　県カヌー協会の事務を行う職員については、平成２３年度から補助金を交付することで独自採用
とし、配置職員を１名減とした。

２５年度２３年度

　引き続き、地区コミュニティの核として、地区住民組織等による自主的な運営も
含めて検討を行った。今後も、先進地の事例等を参照しながら、自主運営を含めた
検討を引き続き行う。

２２年度

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

計画内容

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

　県カヌー協会事務に
ついて職員の独自採用
を検討する。
　地域公民館について
は、社会教育指導員、
嘱託・臨時職員を活用
することによる職員配
置の見直しを行う。

（４）地域公民館、図書館の職員配置の見直し

市民部
　生活環境課

教育委員会
　生涯学習課
　地域公民館

改革項目 計画内容
２７年度

　図書館嘱託員等の活
用により、職員配置を
見直す。

２２年度

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性
　図書館の職員配置は、平成２４年４月１日から二本松図書館１名とし、嘱託員等
を活用して運営しており、今後も継続する。

実 施 時 期

２４年度

２５年度

実 施 時 期

教育委員会
　生涯学習課

２３年度 ２４年度 ２６年度

県カヌー協会の見直し、地域公民館の

職員配置の見直し 

あり方の検討、地域住民組織による自主運営も含めての検討 

図書館の職員配置の見直し 

県カヌー協会の見直し、地域公民館の

職員配置の見直し 

図書館の職員配置の見直し 
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総合調整

実施担当

効果額

－

福祉部
　子育て支援課

効果額

－

総合調整

実施担当

効果額

－

教育委員会
　教育総務課

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性
　保護者を対象としたアンケート調査の結果を踏まえ、選択制給食を実施している
二本松地域中学校にも完全給食を導入することとした。
　平成２６年度は建設用地の地域住民への説明、設計、地質調査及び既存施設解体
工事を実施し、平成２７年度は建築主体等工事の施工、厨房機器等購入、平成２８
年４月の本稼働へ向けての調理及び配送のシミュレーションを実施した。
　平成２８年度は明許繰越で車庫棟及び外構整備工事を施工する。また、廃止した
岩代給食センターは北消防署岩代出張所仮庁舎としての貸付終了後に解体する。

実 施 時 期

◎これまで実施した内容
　安達、岩代、東和地域の給食センター統合に併せて、二本松地域の給食センター方式導入の検討
を行った。

◎これまで実施した内容
　針道保育所、太田幼稚園、木幡幼稚園、針道幼稚園、戸沢幼稚園を統合し、「とうわこども園」
を平成２４年４月に開園した。
 杉沢保育所、新殿幼稚園、旭幼稚園を統合した,「いわしろさくらこども園」を平成２５年度に整
備し、平成２６年４月に開園した。

２５年度

◎これまで実施した内容
　業務量調査を行い、民間委託の適正を確認するため効果分析を行った。

　給食センターの統合
を検討する。
　安達、岩代、東和地
域の給食センターの統
合に併せて、二本松地
域の給食センター方式
導入も検討する。

２４年度

１１．民間委託可
能業務・施設の総
点検

２２年度

２５年度

２７年度

（５）施設の統廃合

２６年度２３年度
計画内容

２６年度２２年度

　かすみが丘保育所とまつが丘保育所を統合し、「にほんまつ保育園」を、平成２
７年１０月１日から開園した。
　今後は、平成２８年度に園庭・敷地内通路、駐車場、屋外倉庫を整備し、工事が
完了する予定である。

　検討委員会を設置
し、民間委託可能業
務、施設の総点検を行
う。

２４年度

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

実 施 時 期

２３年度

９．給食センター
の統合の検討

１０．保育所等の
統合の検討

総務部
　契約管財課
　人事行政課

２７年度

　保育所等の統合を検
討する。

２．民間活力の導入

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性
　民間委託の可能性がある定型的業務について、業務マニュアルの整備を検討す
る。

改革項目

改革項目 計画内容

保育所等の統合の検討 

保育所等の統合の実施 

実施できる箇所から随時実施する。 

検討委員会による検討 

統合の検討 設計 

地質調査 

工事 
供用開始
準備 
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総合調整

実施担当

効果額

－

効果額

－

効果額

－

効果額

－

◎これまで実施した内容
　平成２５年度からの菊栄会業務の自主運営に向けて検討を行った。

　コンサートホール業務等について、継続して民間委託を行う。

　水道・下水道業務に
ついて、実施可能箇所
から民間委託する。
　水道業務について
は、包括的な民間委託
を検討する。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

２４年度

◎これまで実施した内容
　平成２４年度に水道ビジョンを策定し、水道業務の民間委託について位置付けを行った。

１４．二本松菊栄
会業務の自主運営
の実施

改革項目
実 施 時 期

１２．コンサート
ホール業務等の民
間委託

　平成２６年４月から一般財団法人化に移行し、段階的な自主運営を推進するため
の検討を行いながら、震災以降の無料開催を有料開催として収益増を図ったが、入
場料の低価格設定に加え、有料入場者の伸び悩みにより期待していたほどの成果が
得られなかった。そのなかでも、支出を抑えることで、これまでの懸案であった長
期借入金の返済を完了し今後の健全経営に期待が持てる一面もある。
　しかしながら、直営の菊畑運営、菊師、会場建設、会場運営等に要する人件費に
自主運営に要する人件費を加えると、会場建設費を更に圧迫することが予想される
ことから、まずは収益の核となる入場料収入増となる施策を検討、展開しながら、
今後の自主運営に向けた方向性を検討していく。

　平成２７年度においては、平成２６年度に実施した先進地視察研修等を参考に課
題及び問題点の把握に努め検討を行った。
　平成２８年度においても、費用対効果等総合的に勘案し、民間委託について引き
続き検討を行う。

１５．城山総合運
動施設区の指定管
理者の導入

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

教育委員会
　生涯学習課

　平成２７年度は、施設管理業務をシルバー人材センターに継続して委託した。
　城山総合運動施設区内に平成２９年春にオープンを予定している城山市民プール
について、指定管理者制度を導入した。
　他の施設についても指定管理者制度の導入について検討する。

産業部
　観光課

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

　二本松菊栄会の業務
について、自主運営と
し、職員関与のあり方
を見直す。

◎これまで実施した内容
　城山市民プールについて、指定管理者制度を導入した。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

上下水道部
　水道課
　下水道課

　城山総合運動施設区
について、指定管理者
を導入する。

計画内容
２６年度

　コンサートホール業
務等について、民間委
託する。

２５年度２２年度 ２３年度

民間委託推進にあたっての具体的な改革項目（項目は、随時追加していきます。）

産業部
　観光課
教育委員会
　文化課

◎これまで実施した内容
　平成２１年度からウッディハウスとうわに指定管理者を導入、平成２３年度からコンサートホー
ルの民間委託を実施

１３．水道・下水
道業務の民間委託

２７年度

コンサートホール業務について民間委託する。 

民間委託可能業務から民間委託する。 

包括民間委託の検討 

 菊栄会業務の自主運営 

民間委託可能業務から民間委託する。 

包括民間委託の検討 

指定管理の検討 

ウッディハウスとうわ業務について民間委託する。 
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総合調整

実施担当

効果額

－

総合調整

実施担当

効果額
3,797万円の
削減

効果額
1億5,902万円
の削減

◎これまで実施した内容
　管理職手当の削減、特殊勤務手当の削減、旅費日当の廃止などにより、４億６，４５４万円の経
費を削減した。

　平成２７年度は、特殊勤務手当等の是正、旅費日当の廃止を継続して行った。
　平成２８年度以降も、各種手当ての廃止等を継続して行う。

２６年度

◎これまで実施した内容
　管理職による業務指導の徹底、代休制度の活用などを実施することにより、平成１８年度から平
成２７年度までの１０年間で累計１３億２，６１４万円の経費を抑制した。

１億円の
削減

改革項目
実 施 時 期

１６．現業業務の
民間委託の推進

１億円の
削減

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

総務部
　人事行政課

１億円の
削減

１億円の
削減

１８．超過勤務手
当の抑制

　超過勤務手当の抑制
を継続して実施する。

１億円の
削減

　平成２７年度は、管理職による業務指導及び事前命令の徹底、代休制度の活用を
継続して行った。
　平成２８年度以降も、同様の取り組みを継続して行う。

4,283
万円の削
減

１億円の
削減

4,283
万円の削
減

改革項目

総務部
　人事行政課4,283

万円の削
減

4,283
万円の削
減

１７．管理職手当
等の削減の継続

２７年度

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

２３年度

4,283
万円の削
減

計画内容
実 施 時 期

２４年度

　第１次改革プランで
実施してきた管理職手
当の削減、特殊勤務手
当の見直し、旅費日当
の廃止を継続して実施
する。

4,283
万円の削
減

２５年度２２年度

    職員給与の適正化を進め、人件費の抑制を進める。

２６年度

３．職員給与の適正化

総務部
　人事行政課

２５年度

　現業職員の業務等を整理し、今後のあり方について検討する。

２２年度
計画内容

２３年度 ２４年度

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

２７年度

◎これまで実施した内容
　退職者分について補充せずに民間委託
　支所、本庁間の文書配送業務について民間委託

　現業業務について、
「現業職員見直し取り
組み方針」に基づき、
民間委託を推進する。

超過勤務手当の抑制 

管理職手当等の見直し 

現業業務の民間委託の推進 
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総合調整

実施担当

効果額

3,778万円の
削減

総合調整

実施担当

効果額

1億4,796万円
の削減

◎これまで実施した内容
　公債費等の繰上償還により、平成２２年度から平成２７年度までの６年間で累計２億７，２０４
万円の経費を抑制した。

　計画的な起債の発行
と積極的な繰上償還の
実施、余剰財源の減債
基金への積立等を行う
ことで、適正な長期債
務残高と公債費の管理
に努める。

２５年度２３年度 ２４年度

実 施 時 期
改革項目

　第１次改革プランで
実施してきた補助金の
見直しを継続して実施
し、効果が低い補助金
や一定の役割を終えた
補助金の見直しを進め
る。

２２年度

総務部
　企画財政課

（１）補助金の見直し

　平成２７年度は、第１次市政改革集中プランと平成１９年度に開催された補助金
等改革検討委員会の見直し内容を踏まえ、コストの削減を行った。
　平成２８年度も、第１次市政改革集中プランで実施してきた効果が低い補助金や
一定の役割を終えた補助金の見直しを継続する。
【効果額の内訳】
　・第１次市政改革集中プラン継続分　３，３６７万円
　・補助金検討委員会　　　　　　　１１，４２９万円

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性
　平成２７年度は、公債費の適正な管理に努めるとともに、繰上償還、余剰財源の
基金への積立てを行い、実質公債費比率等の適正な管理に務めた。平成２８年度
も、交付税算入率の低い起債の発行を控え、実質公債費比率の適正化を図る。
　①地方債現在高　　　平成27年度末　　　330億1,231万円
　②減債基金残高　　　平成27年度末　　　 13億4,914万円
　③公債費の繰上償還効果額
　　・一般会計　　　　  総額　1億1,310万円（平成27年度　1,055万円）
　　・水道事業　　　　  総額　1億2,409万円（平成27年度　1,286万円）
　　・東和簡易水道事業  総額　   7,850万円（平成27年度　  500万円）
　　・下水道事業会計 　 総額　　 2,233万円（平成27年度 　 357万円）
　　・安達下水道事業　　総額　　 　248万円（平成27年度　　 44万円）
　④債務負担行為の繰上償還効果額(安達地方土地開発公社)
　　・一般会計　　　　　総額　   6,239万円（平成27年度  　536万円）

　実質公債費比率を健全な水準とする（平成２７年度の実
質公債費比率１２．１％）。
　併せて、長期債務残高の適正な管理を進める（平成２７
年度末地方債現在高３３０億円）。

◎これまで実施した内容
　第１次改革プランと補助金見直し検討委員会の見直し内容を踏まえて、平成１８年度から平成２
７年度の１０年間で累計７億１，４５１万円を削減した。

２６年度２４年度 ２７年度

２６年度

実 施 時 期

４．長期債務残高と公債費の抑制

総務部
　企画財政課

１９．長期債務残
高と公債費の適正
な管理

計画内容
２２年度 ２７年度

２０．補助金の見
直し

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

改革項目 計画内容
２５年度２３年度

５．事務事業の整理再編・コスト意識の徹底

計画的な起債の発行、繰上償還の実施、減債基金への積

補助金の見直し 
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総合調整

実施担当

効果額
4,999万円の
削減

総合調整

実施担当

総務部
　税務課

効果額
171万円の削
減

効果額
386万円の削
減

２５年度

　第１次改革プランで
実施してきた事務事業
の見直しについて継続
して実施する。

２４年度

実 施 時 期

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

◎これまで実施した内容
　平成２３年度賦課分から口座振替領収書を廃止した。

　平成２７年度は、これまでに実施した各種見直しを継続し経費の削減を図った。
　平成２８年度以降も、継続して行い経費の節減を図る。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性
　平成２７年度も、支出内容を精査することで支出額を削減し、交際費の内訳につ
いて市ウェブサイト上で公表した。
　平成２８年度も、引き続き内容を精査することで支出額の削減に努め、市ウェブ
サイト上で公表する。

改革項目

◎これまで実施した内容
　平成１８年度に事務事業見直し検討委員会を設置し、納期前納付奨励金、市民窓口コーナー、農
政事務委託料等の見直しを行い、平成１８年度から平成２７年度までの１０年間で累計４億３，３
３７万円の経費を削減した。

総務部
関係部課

２６年度 ２７年度２２年度

（２）事務事業の見直し

２３年度

２２．市税等の口
座振替領収証書の
見直し

２４年度

171万
円の削減

改革項目 計画内容

２１．事務事業の
見直し

総務部
　秘書広報課

171万
円の削減

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

　市税等の口座振替領
収証書の発送を見直す
ことで、事務の簡素化
及び経費節減を図る。

２５年度

171万
円の削減

２３年度

実 施 時 期

２７年度

171万
円の削減

２６年度

　市長交際費の見直し
を継続する。

◎これまで実施した内容
　平成１８年度から市長交際費の精査を行い、平成２７年度までの１０年間で累計３，８２５万円
の経費を削減した。
　また、交際費の内訳を市ウェブサイト上で公表した。

計画内容

　平成２７年度は、これまでに実施した見直しを継続して経費節減を図った。
　平成２８年度も、継続して事務の簡素化及び経費節減を図る。

２２年度

２３．市長交際費
の見直し

事務事業見直しの具体的な改革項目（項目は、随時追加していきます。）

事務事業の見直し 

市長交際費の抑制 
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総合調整

実施担当

効果額
46万円の削減

総合調整

実施担当

効果額
2,280万円の
削減

改革項目

　平成２７年度は、これまでに取り組んだ内容を継続して行いコスト縮減を図っ
た。
　平成２８年度以降も、継続して実施する。

　第１次改革プランで
実施してきたコスト削
減について継続して実
施する。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

２２年度 ２７年度２５年度

２５年度

◎これまで実施した内容
　IPフォンの導入、口座振替不能通知書作成事務の見直し、本庁清掃業務委託の見直しなど第１次
改革プランで取り組んだコスト削減を継続して行った。

◎これまで実施した内容
平成19年度より道路照明を40W→20Ｗに見直し、経費を削減した。
平成21年度より灯具交換等も全てLEDにより整備し消費電力を削減した
（LED灯を設置→CO2及び経費の削減を図った。）

２４年度
計画内容

２６年度

（３）行政コストの削減

２７年度

２３年度

２５．行政コスト
削減の継続

27万円
の削減

27万円
の削減

　節電効果、高耐久性
能が期待できるLED灯
の新規設置及び既存蛍
光灯からの設置替えを
進める。

２６年度

総務部
関係部課

実 施 時 期

　新規街路灯及び既存蛍光灯からの設置替えについて、ＬＥＤ灯を設置することで
ＣＯ２及び経費の削減を図った。
 
【平成２７年度実績】
　ＬＥＤ灯設置基数　３６基　（総設置基数７１１基）

【平成２８年度予定】
　ＬＥＤ灯設置基数　１７８基程度

27万円
の削減

２２年度 ２３年度
改革項目 計画内容

実 施 時 期

建設部
　土木課

２４年度

27万円
の削減

27万円
の削減

27万円
の削減

２４．道路照明整
備事業の見直し

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

コスト削減の継続 

道路照明整備事業の見直し 
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総合調整

実施担当

効果額
826万円の削
減

効果額

－

総務部
　契約管財課
各支所
　地域振興課

２７．冷暖房温度
管理の徹底

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

　冷暖房温度管理を徹
底する。

※冷房28度以上、暖房
20度以下

500万
円の削減

◎これまで実施した内容
　電気の間引き、支所事務室の１フロアー化、本庁舎電気の省エネ蛍光灯への切り替えなどによ
り、平成１８年度から平成２７年度までの１０年間で累計８，５９５万円を削減した。。

500万
円の削減

　冷暖房の温度管理を徹底し経費節減に努めた。
　平成２５年度から、クールビス励行期間を５月から１０月までに延長し、クール
ビズ励行期間に合わせ、庁舎内の冷房設定温度は２８度以上とするとともに、冬期
の暖房設定温度は２０度以下とした。

　電気料の削減を継続
して実施する。
＜実施内容＞
・照明の間引き
・自販機業者からの電
　気料の徴収
・省エネタイプ蛍光灯
　への切り替え
・LED灯の導入
・太陽光発電システム
　の導入

　平成２７年度は、前年度に引き続き経費削減を図るとともに、地球温暖化の防止
及び枯渇性エネルギー利用の縮減を目指し、１年を通して空調、照明及びＯＡ機器
等の徹底した節電を行った。

500万
円の削減

計画内容
２４年度

行政コスト削減の具体的な改革項目（項目は、随時追加していきます。）

改革項目
２６年度２５年度

総務部
　契約管財課
各支所
　地域振興課

500万
円の削減

２６．電気料の削
減

２３年度

500万
円の削減

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

２７年度

500万
円の削減

実 施 時 期

２２年度

◎これまで実施した内容
　６月から９月までのクールビズ励行期間に合わせて、公共施設の冷暖房の温度管理を徹底し、空
調機器等の運転時間短縮を図った。

照明の間引き、待機電力削減、消灯の励行、自販機設置
業者からの料金徴収 

本庁舎の省エネタイプ蛍光灯への切り替
え、LED灯の導入 

冷暖房温度管理の徹底 

照明の間引き、待機電力削減、消灯の励行、自販機設置
業者からの料金徴収 

本庁舎の省エネタイプ蛍光灯への切り替
え、LED灯の導入 

冷暖房温度管理の徹底 冷暖房温度管理の徹底 
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総合調整

実施担当

効果額
481万円の削
減

効果額
751万円の削
減

効果額
1,158万円の
削減

２２年度 ２３年度 ２７年度２５年度

400万
円の削減

改革項目

２８．車両管理の
見直し

総務部
　契約管財課

２６年度

400万
円の削減

２４年度

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

　車両管理経費を抑制
する。
＜実施内容＞
・車両の集中管理
・適正な車両更新計画
に基づき、台数・車種
の見直し

　平成２７年度も、リース型黒塗車の継続契約、集中管理車両１台のＢＤＦ（バイ
オディーゼル）燃料使用を実施及び普通自動車１台を廃車とし、経費削減を図っ
た。
　また、中古車を購入し初期経費の削減に努めた。

5,500
万円の削
減

5,500
万円の削
減

5,500
万円の削
減

5,500
万円の削
減

400万
円の削減

　公共工事コスト縮減
計画を推進し、コスト
縮減に取り組む。

400万
円の削減

◎これまで実施した内容
　コピー機台数の見直し、両面印刷の徹底などにより、平成１８年度から平成２７年度までの１０
年間で累計７，７３０万円の経費を削減した。

総務部
　人事行政課
各支所
　地域振興課

400万
円の削減

400万
円の削減

　印刷機の活用推進、
コピー機台数の見直
し、両面印刷の推進な
どにより、コピー使用
料、用紙代の削減を進
める。
　コピー機種の各課へ
の配置を見直し、職員
の業務効率の向上を図
る。

◎これまで実施した内容
　平成１７年度から車両の集中管理を実施したほか、平成１９年度からリース型軽自動車の導入、
平成２１年度には、三役車のハイブリッドカーのリースへの切り替えなどを実施した。平成２３年
度は乗合バスなどの廃車、平成２４年度はとうわこども園開園に伴い保育園の軽乗用車１台の廃
車、また不用となった乗合バス１台の売払いを行った。平成２５年度においては引き続き更新車両
の見直し及び電気自動車を導入、平成２６年度は軽トラック１台・軽乗用車１台を更新せず廃車と
した。また、リース軽乗用車11台を買取し、初期経費を抑えた。平成２７年度は中古車を購入し
初期経費の削減をした。その結果、平成１７年度から平成２7年度までの１１年間で累計７，９６
２万円の経費を削減した。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

計画内容

産業部
建設部
上下水道部
教育委員会

実 施 時 期

　平成２７年度は、公共工事コスト削減計画に基づきコスト縮減を図った。また、
建設発生材の有効利用等によりコスト縮減を図った。
　平成２８年度も、継続してコスト削減を図る。
　・提出書類簡素化（コスト縮減工事）の実施
　・既存測量データの再利用による業務内容を削減。
　・発注方法の見直し（分割発注から合冊発注）
　・関連工事の調整による工事内容見直し

5,500
万円の削
減

◎これまで実施した内容
　平成１８年１０月に公共工事コスト削減計画を作成し、計画設計の見直し、材料の再利用、提出
書類の簡略化などによるコスト削減を行い、平成１８年度から平成２７年度までの１０年間で累計
７億７，４８７万円の経費を削減した。

　平成２７年度は、両面印刷の推進などにより、コピー使用料等の削減を図った。
　平成２８年度も、継続して経費の削減を図る。

３０．公共工事コ
スト縮減計画の推
進

5,500
万円の削
減

２９．コピー使用
料、用紙代の削減

コスト削減計画の推進 

車両管理経費の見直し 

印刷機の活用推進、コピー機種配置の見直し、両面印刷の

車両管理経費の見直し 

コスト削減計画の推進 

車両管理経費の見直し 車両管理経費の抑制 

コスト削減計画の推進 
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総合調整

実施担当

効果額
375万円の増
収

効果額
4,500万円の
増収

効果額

－

３３．固定資産税
率の見直し

◎これまで実施した内容
　平成１９年度より段階的に固定資産税を引き上げることにより、累計で２億０，０４５万円の収
入増となった。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

総務部
　税務課

３２．収納率アッ
プの取組み

３１．公共施設の
使用料見直し

改革項目

　公共施設使用料等については、平成２０年４月１日に現在の使用料体系に統一
し、時代に適合した使用料体系を確保するため、おおむね３年ごとに見直しを行っ
ている。
　今後も適正な料金設定に努める。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性
【平成２７年度実績】
　・市税等徴収嘱託員の活用            市税等徴収税額４，５００万円
　・インターネット公売の実施　　　　　　　　　　　　　　　　７９件
　・コンビニ収納の実施による利便性の向上            ５３，９４２件

【平成２８年度予定】
　平成２８年度も、継続して行う。
　市税等収納方法の拡大（ペイジー口座振替サービス、クレジット決済等の導入）
を検討する。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

２５年度

　市の財源確保に取り組みます。

500万
円の収入

増

総務部
　人事行政課

500万
円の収入

増

２７年度２３年度

500万
円の収入

増

◎これまで実施した内容
　・市税等徴収嘱託員の活用　・インターネット公売の実施
　・コンビニ収納の実施により利便性の向上　・市民税特別徴収の推進
　・納期内納付の啓発用磁気シートを作成し、公用車に貼付し啓発を図った。

総務部
　税務課

①市税等徴収嘱託員
　の活用
②インターネット公売
　の実施
③コンビニ収納の実施
④市民税特別徴収
　の推進

　合併協定に基づき、
固定資産税の見直しを
進める。

※合併後５年間の不均
一課税後、1.45％に統
一する。

　公共施設の使用料に
ついて、定期的な見直
しを進める。 500万

円の収入
増

500万
円の収入

増

500万
円の収入

増

　平成２３年度から固定資産税の税率を１．４５％の均一課税としており、平成２
７年度も同税率で課税したが、平成２７年度は評価替え基準年のため減収となっ
た。
　なお、平成２８年度についても、引き続き同税率で課税する。

◎これまで実施した内容
　平成２０年４月に公共施設の使用料統一と減免基準の見直し、平成２５年度は、平成２６年４月
１日から消費税増税分の使用料の改定などにより、平成２０年度から平成２７年度までの８年間で
３，１３５万円の効果があった。

実 施 時 期

２２年度
計画内容

６．収入アップの施策の推進

２６年度２４年度

固定資産税率の見直し 

使用料の見直し 

固定資産税率の見直し 

市税等徴収嘱託員の活用、インターネット公売の導
入、コンビニ収納の検討、市民税特別徴収の推進 

固定資産税率の見直し 
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総合調整

実施担当

効果額
10,500万円の
増収

効果額
304万円の増
収

効果額
575万円の増
収

改革項目
２６年度

計画内容
実 施 時 期

２３年度

◎これまで実施した内容
　平成１９年度に水道料金の見直しを行い、平成１９年度から平成２７年度までの９年間で累計８
億１００万円の収入増となった。

　水道料金、下水道使
用料の見直しの検討を
継続して進める。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

　水道料金については、平成１９年度に料金の見直しを行った。
　平成２７年度については、平成２６年度に完了したアセットマネジメントの結果
や新総合計画を踏まえ、今後の財政状況の推移を考察した。
　平成２８年度においても引き続き経営効率化に努めながら、水道料金統一に向け
ての検討を行う。
　
　下水道使用料については、各処理区ごとで使用料が異なり、合併後統一すること
とされていたが、当面は下水道接続率向上に努め、その後見直すこととし、平成２
７年度は、個別訪問等を実施し接続率向上に努めた。
　平成２８年度についても、引き続き接続率向上に努めるとともに、関連している
水道料金の見直し状況をみながら検討を行う。

２５年度

588万
円の収入

増

３４．水道料金、
下水道使用料の見
直しの検討

250万
円の収入

増

250万
円の収入

増

250万
円の収入

増

250万
円の収入

増

２４年度

総務部
　人事行政課600万

円の収入
増

◎これまで実施した内容
　平成１７年度から市ウェブサイトと広報にほんまつに広告を掲載することにより、平成２７年度
までの１１年間で累計３，１９８万円の収入があった。

２２年度

総務部
　秘書広報課

上下水道部
　水道課
　下水道課

２７年度

　平成２７年度は、職員駐車場の利用者から協力金を徴収し、５７５万円の収入が
あった。
　平成２８年度も、引き続き徴収する。

550万
円の収入

増

534万
円の収入

増

３６．職員駐車場
協力金制度

560万
円の収入

増

576万
円の収入

増

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

　職員の駐車場協力金
制度を継続して実施す
る。

　広報にほんまつ、市
ウェブサイトへの広告
掲載を継続するほか、
新たな広告収入の可能
性について検討する。

３５．広報にほん
まつ、市ウェブサ
イトへの広告掲載

250万
円の収入

増

250万
円の収入

増

◎これまで実施した内容
　平成１９年度より職員駐車場の利用者から協力金を徴収することにより、平成１９年度から平成
２７年度までの９年間で累計５，０７３万円の収入があった。

　平成２７年度も、継続して「市ウェブサイト」と「広報にほんまつ」に広告を掲
載し、３０４万円の自主財源を確保した。
　平成２８年度も、引き続き継続する。

市ウェブサイト、広報にほんまつへの広告掲載 

駐車場協力金制度の継続実施 

使用料の見直し 
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総合調整

実施担当

効果額
22万円の増収

効果額

－

総合調整

実施担当

効果額

－

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

　平成２７年度は、１社に対して市有地等未利用財産の売却を行い、２２万円の収
入があった。

　行政評価については、新二本松市総合計画の事務事業について評価を行うことと
し、手法について検討を行い、成果重視型のＰＤＣＡマネジメントサイクルの構築
に努める。

総務部
関係部課

総務部
　人事行政課

◎これまで実施した内容
　スクールバス、旧市長車、廃校となった小学校等の備品の売却を行った。

◎これまで実施した内容
　平成２１年度より行政評価を試行導入し、長期総合計画に掲げた事業について評価を行い、結果
を公表した。

　事務事業の評価を行
い、その結果を次年度
の予算と計画に反映さ
せる。
　また、結果について
は市民に公表する。

２３年度

７．市民と行政との情報共有の推進

２７年度

３８．収入アップ
の取組みの推進

実 施 時 期

　不用品の売却など第
１次改革プランで取り
組んできた収入アップ
の取組みを継続して実
施する。

1,000
万円の収

入増

計画内容

３７．未利用財産
の売り払い

２６年度

1,000
万円の収

入増

２５年度
改革項目

２２年度 ２３年度 ２７年度

◎これまで実施した内容
　平成１７年度より市有地等未利用財産の売却を推進し、平成１７年度から平成２７年度までの１
１年間で累計５億３，６６８万円の収入があった。

1,000
万円の収

入増

1,000
万円の収

入増

1,000
万円の収

入増

　市有地などの未利用
財産の処分を進める。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

総務部
　契約管財課

1,000
万円の収

入増

２２年度 ２４年度
計画内容

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性
　平成２７年度は、備品等の売却はなかったものの、収入アップの取組みを継続し
て行った。平成２８年度以降も、引き続き取り組む。

３９．行政評価の
実施

実 施 時 期

２６年度２５年度
改革項目

２４年度

行政評価の実施 

未利用財産の売り払い 

不用品の売却  

未利用財産の売り払い 未利用財産の売り払い 
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総合調整

実施担当

効果額

－

効果額

－

効果額

－

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

　広報にほんまつ等に
おいて、まちづくりに
関する提案を募集す
る。

２２年度

　平成２６年度に提案事業を改善し、「ご意見箱」を「菊松ボックス」に、「まち
づくり提案」を「げんきのたね」にそれぞれ名称を改め、「げんきのたね」につい
ては、毎回テーマを決めた提案方式とし、より具体的でタイムリーな提案を求める
こととした。また、提案のあった事項については、庁内でフィードバックし、提案
されただけで終わることのないよう情報の共有を図ることとした。
　平成２８年度についても、市民へ、本提案制度の浸透を図り、より多くの提案を
求めるよう努める。
【平成２７年度実績】
　・菊松ボックスへの意見数　　３５件（前年比　　１件増）
　・げんきのたねによる提案数　３８件（前年比　４９件減）

２５年度 ２６年度

４１．市民の皆さ
んからの情報収集

４０．行財政状況
の分かりやすい公
表

改革項目 計画内容
実 施 時 期

　平成２７年度は、広報にほんまつ４月号、１０月号、１１月号と市ウェブサイト
において、財政状況等の特集記事を掲載した。
　平成２８年度も、広報にほんまつ及び市ウェブサイトへの記事掲載を継続し、更
に分かりやすい指標や表現での公表に努める。

　市の財政状況や市政
改革の進捗状況を分か
りやすい指標や表現で
公表していく。

４２．災害時に関
する緊急情報の発
信

◎これまで実施した内容
　市の財政状況や市政改革の進捗状況等を、広報にほんまつ等で公表した。

２４年度

総務部
　企画財政課
　人事行政課

◎これまで実施した内容
　菊松ボックスを設置し、広報にほんまつにおいて、まちづくりに関する提案を募集した。

２７年度２３年度

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

総務部
　秘書広報課

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性
　ウェブサイト（スマートフォン）を活用して、災害に関する緊急情報を発信し
た。平成２８年度も継続して実施する。

・平成２７年度の緊急情報発信事業の詳細
　１　緊急情報システムの利用者（登録者）数(Ｈ28.3.31現在)　1,896件
　２　平成２７年度中の緊急情報の発信状況
　　(１)　市道の通行止め・通行止め解除情報　１６回
　　(２)　避難所開設情報　０回
　　(３)　コミュニティーバス運休情報　１回

　ウェブサイト（ス
マートフォン）を活用
して、災害に関する緊
急情報を発信する。

総務部
　秘書広報課

財政状況、市政改革の進捗状況の分かりやすい公

広報での市民からのまちづくりに関する提案の募集の継続 

緊急情報の発信 
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総合調整

実施担当

効果額

－

効果額

－

効果額
58万円の削減

効果額

－

２７年度

実 施 時 期

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

８．市民と行政の協働のまちづくりの更なる推進

　公園、広場などの管理で地域が実施できるものについて、継続して管理移管を検
討する。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

◎これまで実施した内容
　平成２３年度から人が輝き、地域が輝く「美しい豊かな二本松」の実現を目指し、市民が主体と
なって構成された地域づくり事業を実施する組織に対して「二本松市市民との協働による地域づく
り支援補助金」を交付することにより、地域の絆の再構築と活力ある地域社会の振興・発展を図っ
た。
　また、平成２６年度からは各地域均等割とし、補助金額を増額しさらなる地域の振興を図った。

　公園ボランティアは平成２７年度で２８６名登録されており、霞ヶ城公園、智恵
子の杜公園　安達ヶ原ふるさと村公園などの清掃を行った。
　平成２８年度も、市民と行政とのパートナーシップによる公共施設の管理を推進
する。

２４年度 ２６年度

４6．市民道路パ
トロールの実施

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性
　平成２７年度は郵便局、バス、タクシー会社の協力により、市民道路パトロール
を実施した。
　平成２８年度以降も、継続して行う。

◎これまでに実施した内容
　郵便局、バス、タクシー会社の協力により、市民道路パトロールを実施した。

　郵便局、バス、タク
シー会社の協力によ
り、市民道路パトロー
ルを実施する。

【平成２７年度実績】
　・市民との協働による地域づくり支援事業補助金　１２０件
【平成２８年度予定】
　・各支所単位において、創意工夫により各地域の特色を生かした地域づくりを実
施する。

　除雪ボランティアや
公園ボランティアなど
市民との協働による公
共施設の管理を推進す
る。

◎これまで実施した内容
　公園ボランティアにより、公園等の清掃を行った。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

改革項目

　住民自らが担う地域
づくりがこれまで以上
に推進されるように新
たな制度を創設する。

４5．地域公園の
管理の見直し

　公園、広場などで地
域管理できるものにつ
いては、地域に移管す
る。

４3．地域づくり
の推進

４4．市民と行政
とのパートナー
シップによる施設
等の管理

２３年度

建設部
　土木課

総務部
関係部課

総務部
関係部課

◎これまでに実施した内容
　平成２５年度までに１０公園について、地域に管理を移管した。

２２年度
計画内容

建設部
　都市計画課

２５年度

市民道路パトロールの実施 

市民と行政とのパートナーシップに
よる施設等の管理 

市民と行政とのパートナーシップに
よる施設等の管理 

公園について地域管理の推進 

新たな交付金制度の創設 
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総合調整

実施担当

効果額

－

効果額

－

２３年度
計画内容

【平成２７年度実績】　０件
【平成２８年度予定】　１件
　特定非営利活動法人を設立しようとする団体を支援することにより、
市民の自主的公共活動を促進するため、二本松市特定非営利活動法人設立支援事業
補助金を交付する。（１件あたり５万円）

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

改革項目
２６年度 ２７年度

総務部
　企画財政課

実 施 時 期

２２年度

４８．NPO団体等
の支援

　NPO団体等の支援を
行う。

２４年度 ２５年度

　行政が行っている各
種団体事務を見直し、
各種団体の自主運営を
検討する。

平成２７年度に実施した内容と今後の方向性

４7．各種団体の
自主運営

　各種団体の事務の見直しを含め、自主運営に向けて継続して検討する。

総務部
関係部課

◎これまでに実施した内容
　市民の自主的な公益活動を支援するため、ＮＰＯ法人設立に要する経費の一部を助成した。

◎これまでに実施した内容
　各種団体の自主運営について検討を行った。

各種団体の自主運営の検討 

団体の支援プログラムの策定、

補助金の交付 
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